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　知財を活用したビジネスを海外展開したい場合、まずは外国出願を検討しましょう。
　日本で取得した権利の効力は外国には、及びません。

　特許や商標等の知的財産権は各国の法律に基づいて付与され、その効力は権利を取得した国に限定されます。


　権利を取得していない国で、自社の技術やブランド名を他者に無断で使用されたとしても、その国では権利侵害を申し立てることができません。
　また、権利を先取りした第三者から権利侵害の指摘を受けるリスクもあります。
海外で安定的に業を実施するためには、それぞれの国で権利を取得すべきです。


　外国出願に要する費用の一部が補助される外国出願補助金制度（中小企業等外国出願支援事業）があります。
　特許庁では、中小企業の戦略的な外国出願を促進するため、外国への事業展開等を計画している中小企業等に対して、外国出願にかかる費用の一部を助成しています。
　詳しくは特許庁ホームページをご覧頂くか、特許事務所へご相談下さい。
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